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予定納税の減額 給与所得者の源泉所得税の徴収猶予など

損害額

100万円 207,700円

105,600円

51,500円

129,900円200万円

300万円

所得税法（雑損控除）適用による
所得税及び復興特別所得税の額

災害減免法適用による
所得税及び復興特別所得税の額

所
得
税
法

災
害
減
免
法

災
害
減
免
法
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害
等
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日
の
区
分

6月30日の現況によって、その年の所得金
額と税額を見積もり、原則として7月15日ま
でに第1期分及び第2期分の減額を申請し
てください。

1月1日～
6月30日

10月31日の現況によって、その年の所得金
額と税額を見積もり、原則として11月15日
までに第2期分の減額を申請してください。

7月1日から12月31日までの間に災害を受けた場合で、次の
〈イ〉、〈ロ〉のいずれにも該当するときは、その年の所得金額と
「所得税の軽減額の計算」による税額とを見積もり、災害のあっ
た日から2か月以内に減額を申請してください。
〈イ〉住宅や家財に受けた損害額がその価額の2分の1以上で
　  あること
〈ロ〉その年の所得金額の見積額が1,000万円以下であること

左記〈イ〉、〈ロ〉のいずれにも該当するときは、所得金額の見
積額に応じて所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額の徴
収猶予や還付を受けることができます。
なお、左記〈イ〉、〈ロ〉に該当しない場合であっても損害額が
その年の所得金額の10分の1を超えるなど雑損控除の適用が
あると見込まれるときは、その雑損失の金額に対応する所得税
及び復興特別所得税の源泉徴収税額について徴収猶予を受け
ることができます。
〈手続〉
●徴収猶予
　徴収猶予申請書を災害を受けた日以後、最初に給与の支払
　を受ける日の前日までに勤務先を経由して、災害を受けた方
　の納税地の所轄税務署長に提出してください（※）。
※勤務先の所轄税務署長に提出しても構いません（この場合でも申請書の名あ
　て人は、災害を受けた方の納税地の所轄税務署長としてください。）。

●還付
　還付申請書に、還付を受けようとする税額が徴収済みである
　旨の勤務先の証明を受けた上で、災害を受けた方の納税地
　の所轄税務署長に提出してください。

7月1日～
10月31日

〈イ〉損失を受けた日以後1年以内
に納付すべき国税

〈ロ〉所得税及び復興特別所得税の
予定納税や法人税・地方法人税
・消費税の中間申告分

納期限から1年以内

猶予期間猶予の対象となる国税

猶予期間猶予の対象となる国税

一時に納付することができないと
認められる国税 原則として1年以内

確定申告書の提出期限まで

① 所得税法（雑損控除） ② 災害減免法

損失の発生原因 災害、盗難、横領による損失

軽減額等は次のとおりです。

災害による損失

参考事項

対象となる
資産の範囲等

控除額の計算
又は

所得税及び復興
特別所得税の軽
減額　　　　　

●その年の所得金額から控除しきれない金額がある場
合には、翌年以後３年間（※３）に繰り越して、各年分の
所得金額から控除することができます。

●災害関連支出の金額に係る領収証は、申告書に添付す
るか、申告書を提出する際に提示する必要があります。

●災害関連支出のうち、❶災害により生じた土砂などを
除去するための支出、❷住宅や家財などの原状回復の
ための支出（資産が受けた損害部分を除きます。）、❸
住宅や家財などの損壊・価値の減少を防止するための
支出については、災害のやんだ日から１年（やむを得な
い事情がある場合には３年）（※４）以内に支出したも
のが対象となります。

控除額は次の①と②のうち、いずれか多い方の金額です。

注：「災害関連支出の金額」とは、災害により滅失した住宅や家財
などの取り壊し、除去、原状回復費用など災害に関連して支出
したやむを得ない費用をいいます。

住宅や家財を含む生活に通常必要な資産(※１)

① 損失額（※２） －

－

住宅又は家財の損失額(※２)が、その価額の２分の１以
上である場合

●原則として損害を受けた年分の所得金額が、1,000
万円以下の方に限ります。

●減免を受けた年の翌年分以降は、減免は受けられませ
ん。

その年分の所得金額

500万円以下

500万円超 　750万円以下

750万円超 1,000万円以下

全額免除

2分の1の軽減

4分の1の軽減

所得税及び復興特別
所得税の軽減額

5万円

所得金額の
10分の１

② 損失額（※２）のうちの
災害関連支出の金額

災害等にあったとき

21 22

〈令和5年分による比較例〉
所得600万円、夫婦子供2人の場合で災害による損害がないときの所
得税及び復興特別所得税の額が25万9,800円とした場合、所得税及
び復興特別所得税の額は右の表のように軽減されます。損害額が
100万円の場合は災害減免法を適用した方が有利になりますが、200万
円、300万円の場合は所得税法の雑損控除を適用した方が有利になり
ます。
注1：子供は16歳以上で、そのうち1人が19～22歳の場合です。
注2：災害関連支出の金額はなく、社会保険料控除68万円、生命保険料控除4万円とし
　　て計算しています。
注3：損害額は、住宅や家財の価額の2分の1以上です。

申告などの期限の延長・納税の猶予
申告や納付などの期限を延長したり、納税を一定期間猶予する制度が
あります。

期限までに申告や
納付ができない
ときはどうすれば
いいですか？

　所得税法や災害減免法による所得税の軽減免除は、最終的には、翌年の確定申告で精算されますが、災害等が発生した後に納期限
の到来する予定納税や給与所得者の所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額などについて、確定申告の前にその減額又は徴
収猶予などを受けることができます。

注：相続税・贈与税及び酒税なども、災害により損害を受けた場合、税額が免除されるなどの取扱いがあります。

注：〈イ〉、〈ロ〉とも災害のやんだ日から2か月以内に申請する必要があります。

災害等により財産に相当の損失を受けたときは、所轄税務署長に申
請をすることによって次のとおり納税の猶予を受けることができます。

●災害等の理由により申告・納付などをその期限までにできないと
きは、その理由のやんだ日から２か月以内の範囲でその期限を
延長することができます。

①地域指定
　災害による被害が広い地域に及ぶ場合に、国税庁長官が延
長する地域と期日を定めて告示することで、その告示の期日まで
申告・納付などの期限が延長されます。

②対象者指定
　国税庁が運用するシステムが期限間際に使用不能であるなど
特定の税目に係る申告・納付などの行為をすることができない
方が多数に上ると認められる場合に、国税庁長官が延長する
対象者の範囲と期日を定めて告示することで、その告示の期日
まで申告・納付などの期限が延長されます。

③個別指定
　所轄税務署長に申告・納付などの期限の延長を申請し、その承
認を受けることにより延長できます。
注：申告・納付等の期限延長の申請は、期限が経過した後でも行うこと

ができますので、被災の状況が落ち着いてから、最寄りの税務署に
ご相談ください。

●届出書や申請書等の提出期限も同様に延長することができま
す。 　災害により相当な損失を受けたことにより、その復旧に必要な

　資金の借入れのために使用する場合には、納税証明書の交付
　手数料は必要ありません。

① 損失を受けた日に納期限が到来していない国税

② 既に納期限の到来している国税

もしも災害に
あったら、
税金面での配慮は
あるのですか？

　地震、火災、風水害などの災害によって、住宅や家財などに損害を受けたときは、確定申告で①「所得税法」による雑損控除の方法、②
「災害減免法」による所得税の軽減免除による方法のどちらか有利な方法を選ぶことによって、所得税の全部又は一部を軽減すること
ができます。これら２つの方法には、次のような違いがあります。

所得税の全部又は一部の軽減（確定申告）
災害により住宅や家財などに損害を受けた場合は、確定申告を行うことで
所得税法の雑損控除又は災害減免法の適用を受けることができます。

※１棚卸資産や事業用の固定資産、山林、生活に通常必要でない資産は、雑損控除の対象にはなりません。
　　なお、生活に通常必要でない資産とは、別荘や競走馬、１個又は１組の価額が30万円を超える貴金属、書画、骨とう等をいいます。
※２資産に生じた損害金額から保険金や損害賠償金などによって補てんされる金額を控除した金額をいいます。
※３特定非常災害として指定された災害や東日本大震災により、住宅や家財などについて生じた損失について、その年分の所得金額から控除しきれない金額がある場合に

は、翌年以後5年間になります。
※４東日本大震災に関連する❶から❸までの支出について、東日本大震災からの復興のための事業の状況その他やむを得ない事情により、災害のやんだ日から３年以内にその

支出を行うことができなかった場合には、その事情がやんだ日から３年以内に支出したものも対象とみなされます。

確定申告をする前に
納期限が来るものは
どうなりますか？

予定納税の減額・源泉徴収の徴収猶予など
所得税の軽減免除は、最終的には翌年の確定申告で精算されますが、予定納税や
源泉徴収の段階でも、その減額又は徴収猶予を受けることができます。

納税の猶予申告・納付などの期限の延長

納税証明書の手数料について
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予定納税の減額 給与所得者の源泉所得税の徴収猶予など

損害額

100万円 207,700円

105,600円

51,500円

129,900円200万円

300万円

所得税法（雑損控除）適用による
所得税及び復興特別所得税の額

災害減免法適用による
所得税及び復興特別所得税の額

所
得
税
法

災
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減
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法

災
害
減
免
法

災
害
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を
受
け
た
日
の
区
分

6月30日の現況によって、その年の所得金
額と税額を見積もり、原則として7月15日ま
でに第1期分及び第2期分の減額を申請し
てください。

1月1日～
6月30日

10月31日の現況によって、その年の所得金
額と税額を見積もり、原則として11月15日
までに第2期分の減額を申請してください。

7月1日から12月31日までの間に災害を受けた場合で、次の
〈イ〉、〈ロ〉のいずれにも該当するときは、その年の所得金額と
「所得税の軽減額の計算」による税額とを見積もり、災害のあっ
た日から2か月以内に減額を申請してください。
〈イ〉住宅や家財に受けた損害額がその価額の2分の1以上で
　  あること
〈ロ〉その年の所得金額の見積額が1,000万円以下であること

左記〈イ〉、〈ロ〉のいずれにも該当するときは、所得金額の見
積額に応じて所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額の徴
収猶予や還付を受けることができます。
なお、左記〈イ〉、〈ロ〉に該当しない場合であっても損害額が
その年の所得金額の10分の1を超えるなど雑損控除の適用が
あると見込まれるときは、その雑損失の金額に対応する所得税
及び復興特別所得税の源泉徴収税額について徴収猶予を受け
ることができます。
〈手続〉
●徴収猶予
　徴収猶予申請書を災害を受けた日以後、最初に給与の支払
　を受ける日の前日までに勤務先を経由して、災害を受けた方
　の納税地の所轄税務署長に提出してください（※）。
※勤務先の所轄税務署長に提出しても構いません（この場合でも申請書の名あ
　て人は、災害を受けた方の納税地の所轄税務署長としてください。）。

●還付
　還付申請書に、還付を受けようとする税額が徴収済みである
　旨の勤務先の証明を受けた上で、災害を受けた方の納税地
　の所轄税務署長に提出してください。

7月1日～
10月31日

〈イ〉損失を受けた日以後1年以内
に納付すべき国税

〈ロ〉所得税及び復興特別所得税の
予定納税や法人税・地方法人税
・消費税の中間申告分

納期限から1年以内

猶予期間猶予の対象となる国税

猶予期間猶予の対象となる国税

一時に納付することができないと
認められる国税 原則として1年以内

確定申告書の提出期限まで

① 所得税法（雑損控除） ② 災害減免法

損失の発生原因 災害、盗難、横領による損失

軽減額等は次のとおりです。

災害による損失

参考事項

対象となる
資産の範囲等

控除額の計算
又は

所得税及び復興
特別所得税の軽
減額　　　　　

●その年の所得金額から控除しきれない金額がある場
合には、翌年以後３年間（※３）に繰り越して、各年分の
所得金額から控除することができます。

●災害関連支出の金額に係る領収証は、申告書に添付す
るか、申告書を提出する際に提示する必要があります。

●災害関連支出のうち、❶災害により生じた土砂などを
除去するための支出、❷住宅や家財などの原状回復の
ための支出（資産が受けた損害部分を除きます。）、❸
住宅や家財などの損壊・価値の減少を防止するための
支出については、災害のやんだ日から１年（やむを得な
い事情がある場合には３年）（※４）以内に支出したも
のが対象となります。

控除額は次の①と②のうち、いずれか多い方の金額です。

注：「災害関連支出の金額」とは、災害により滅失した住宅や家財
などの取り壊し、除去、原状回復費用など災害に関連して支出
したやむを得ない費用をいいます。

住宅や家財を含む生活に通常必要な資産(※１)

① 損失額（※２） －

－

住宅又は家財の損失額(※２)が、その価額の２分の１以
上である場合

●原則として損害を受けた年分の所得金額が、1,000
万円以下の方に限ります。

●減免を受けた年の翌年分以降は、減免は受けられませ
ん。

その年分の所得金額

500万円以下

500万円超 　750万円以下

750万円超 1,000万円以下

全額免除

2分の1の軽減

4分の1の軽減

所得税及び復興特別
所得税の軽減額

5万円

所得金額の
10分の１

② 損失額（※２）のうちの
災害関連支出の金額

災害等にあったとき

21 22

〈令和5年分による比較例〉
所得600万円、夫婦子供2人の場合で災害による損害がないときの所
得税及び復興特別所得税の額が25万9,800円とした場合、所得税及
び復興特別所得税の額は右の表のように軽減されます。損害額が
100万円の場合は災害減免法を適用した方が有利になりますが、200万
円、300万円の場合は所得税法の雑損控除を適用した方が有利になり
ます。
注1：子供は16歳以上で、そのうち1人が19～22歳の場合です。
注2：災害関連支出の金額はなく、社会保険料控除68万円、生命保険料控除4万円とし
　　て計算しています。
注3：損害額は、住宅や家財の価額の2分の1以上です。

申告などの期限の延長・納税の猶予
申告や納付などの期限を延長したり、納税を一定期間猶予する制度が
あります。

期限までに申告や
納付ができない
ときはどうすれば
いいですか？

　所得税法や災害減免法による所得税の軽減免除は、最終的には、翌年の確定申告で精算されますが、災害等が発生した後に納期限
の到来する予定納税や給与所得者の所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額などについて、確定申告の前にその減額又は徴
収猶予などを受けることができます。

注：相続税・贈与税及び酒税なども、災害により損害を受けた場合、税額が免除されるなどの取扱いがあります。

注：〈イ〉、〈ロ〉とも災害のやんだ日から2か月以内に申請する必要があります。

災害等により財産に相当の損失を受けたときは、所轄税務署長に申
請をすることによって次のとおり納税の猶予を受けることができます。

●災害等の理由により申告・納付などをその期限までにできないと
きは、その理由のやんだ日から２か月以内の範囲でその期限を
延長することができます。

①地域指定
　災害による被害が広い地域に及ぶ場合に、国税庁長官が延
長する地域と期日を定めて告示することで、その告示の期日まで
申告・納付などの期限が延長されます。

②対象者指定
　国税庁が運用するシステムが期限間際に使用不能であるなど
特定の税目に係る申告・納付などの行為をすることができない
方が多数に上ると認められる場合に、国税庁長官が延長する
対象者の範囲と期日を定めて告示することで、その告示の期日
まで申告・納付などの期限が延長されます。

③個別指定
　所轄税務署長に申告・納付などの期限の延長を申請し、その承
認を受けることにより延長できます。
注：申告・納付等の期限延長の申請は、期限が経過した後でも行うこと

ができますので、被災の状況が落ち着いてから、最寄りの税務署に
ご相談ください。

●届出書や申請書等の提出期限も同様に延長することができま
す。 　災害により相当な損失を受けたことにより、その復旧に必要な

　資金の借入れのために使用する場合には、納税証明書の交付
　手数料は必要ありません。

① 損失を受けた日に納期限が到来していない国税

② 既に納期限の到来している国税

もしも災害に
あったら、
税金面での配慮は
あるのですか？

　地震、火災、風水害などの災害によって、住宅や家財などに損害を受けたときは、確定申告で①「所得税法」による雑損控除の方法、②
「災害減免法」による所得税の軽減免除による方法のどちらか有利な方法を選ぶことによって、所得税の全部又は一部を軽減すること
ができます。これら２つの方法には、次のような違いがあります。

所得税の全部又は一部の軽減（確定申告）
災害により住宅や家財などに損害を受けた場合は、確定申告を行うことで
所得税法の雑損控除又は災害減免法の適用を受けることができます。

※１棚卸資産や事業用の固定資産、山林、生活に通常必要でない資産は、雑損控除の対象にはなりません。
　　なお、生活に通常必要でない資産とは、別荘や競走馬、１個又は１組の価額が30万円を超える貴金属、書画、骨とう等をいいます。
※２資産に生じた損害金額から保険金や損害賠償金などによって補てんされる金額を控除した金額をいいます。
※３特定非常災害として指定された災害や東日本大震災により、住宅や家財などについて生じた損失について、その年分の所得金額から控除しきれない金額がある場合に

は、翌年以後5年間になります。
※４東日本大震災に関連する❶から❸までの支出について、東日本大震災からの復興のための事業の状況その他やむを得ない事情により、災害のやんだ日から３年以内にその

支出を行うことができなかった場合には、その事情がやんだ日から３年以内に支出したものも対象とみなされます。

確定申告をする前に
納期限が来るものは
どうなりますか？

予定納税の減額・源泉徴収の徴収猶予など
所得税の軽減免除は、最終的には翌年の確定申告で精算されますが、予定納税や
源泉徴収の段階でも、その減額又は徴収猶予を受けることができます。

納税の猶予申告・納付などの期限の延長

納税証明書の手数料について
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災害により住宅用家屋が
被害を受けた場合、
適用される措置は
あるのですか？

●災害によって被害を受けたことにより居住の用に供することができなくなった住宅用家屋（以下「従前家屋」といいます。）については、居
住の用に供することができなくなった年以後の残りの適用年においても、引き続き、住宅借入金等特別控除の適用を受けることができ
ます。

●適用期間の特例を受けるための手続は、通常の確定申告又は年末調整と同じです。
●新たに取得等をした住宅用家屋について住宅借入金等特別控除等の適用を受ける（※）など一定の場合には、適用期間の特例の適
用を受けることはできません。

　※下記「重複適用の特例」の適用を受けることができる被災者生活再建支援法の対象となる再建支援法適用者は除きます。

住宅借入金等特別控除

住宅取得の際の贈与税に関する特例措置

●被災者生活再建支援法が適用された市区町村の区域内に所在する住宅用家屋を、その災害により居住の用に供することができなくな
った場合には、その従前家屋に係る住宅借入金等特別控除と一定期間内に新たに住宅用家屋の再取得等をした場合の住宅借入金
等特別控除を重複して適用することができます。

●重複適用の特例を受けるためには、従前家屋について、被災の事実を明らかにする次の書類を確定申告書に添付する必要があります。
　・従前家屋の被害の状況等を証する書類（り災証明書）（写し可）
　・従前家屋の登記事項証明書（滅失した住宅については、閉鎖登記記録に係る登記事項証明書）（原本）（※）
　※「（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書」に不動産番号を記載することなどにより、その添付を省略することができます。
●重複適用の特例を受ける場合には、それぞれの控除額の限度額のうち最も高い金額が控除限度額となります。

住宅取得の際の贈与税の特例（詳しくは、Ｐ37「住宅取得の際の贈与税の特例」をご参照ください。）について、災害によって住宅用の家
屋に被害を受けた場合等には、次のとおり、その適用要件が緩和され、その特例の適用を受けることができます。
①住宅用の家屋の新築等をした人が、その家屋が災害により滅失（通常の修繕によっては原状回復が困難な損壊を含みます。）したため、
その家屋に居住できなかったときには、居住要件が免除され、住宅取得の際の贈与税の特例の適用を受けることができます。

②住宅用の家屋の新築等をする人が、災害に基因するやむを得ない事情により、その家屋の新築等が取得期限（贈与を受けた年の翌年
3月15日）までにできなかったとき又はその家屋に居住期限（贈与を受けた年の翌年12月31日）までに居住できなかったときには、それぞ
れの期限が１年延長され、住宅取得の際の贈与税の特例の適用を受けることができます。

住宅ローン等で住宅用家屋の取得等をした場合には、一定の要件を満たすことにより、住宅借入金等特別控除の適用を受けることができ
ますが、災害により住宅用家屋が被害を受けた場合には、以下の特例の適用を受けることができます。

適用期間の特例

重複適用の特例

法人税関係の
措置は
あるのですか？

災害により生じた損失の額は、その損失が生じた日の属する事業年度の損金の額に算入されます。また、確定申告や中間申告を行うこと
で、過去に納めた法人税や源泉徴収された所得税が還付される場合があります。

消費税関係の
措置は
あるのですか？

災害等が生じたことにより被害を受けた事業者が、当該被害を受けたことにより、簡易課税制度の適用を受けることが必要となった場合、
又は受けることの必要がなくなった場合には、承認申請書（提出期限：災害等のやむを得ない理由がやんだ日から2月以内）を税務署長に
提出し、承認を受けることにより、当該災害等の生じた日の属する課税期間から、簡易課税制度の適用を受けること、又はやめることができ
ます。この特例を受けるためには、承認申請書と併せて「消費税簡易課税制度選択（不適用）届出書」を提出する必要があります。

災害等が生じたことによる簡易課税制度の適用（不適用）に関する特例について

●災害のあった日以後１年以内に終了する事業年度において、災害損失欠損金額がある場合には、その事業年度開始の日前１年（青色
申告書の場合には２年）以内に開始した事業年度の法人税額のうち災害損失欠損金額に対応する部分の金額について、還付を請求
することができます。
注：災害損失欠損金額とは、棚卸資産や固定資産などについて災害のあった日の属する事業年度において災害により生じた損失の額のうち欠損金額

に達するまでの金額をいいます。

災害損失欠損金の繰戻しによる法人税額の還付

●災害のあった日以後６月以内に終了する中間期間において、災害損失金額がある場合には、仮決算の中間申告において、控除しきれな
かった所得税額の還付を受けることができます。
注：災害損失金額とは、棚卸資産や固定資産などについて災害のあった日の属する事業年度において災害により生じた損失の額をいいます。

災害損失金額がある場合の仮決算の中間申告による所得税額の還付

●特定非常災害として指定された災害について、その発生日から同日の翌日以後５年を経過する日までの期間内に、被災代替資産等の取
得等をして事業の用に供した場合には、特別償却をすることができます。

被災代替資産等の特別償却

財形住宅（年金）貯蓄やジュニアＮＩＳＡを行っている方が居住する家屋で、その方又はその方と生計を一にする親族の方が所有するも
のが災害により全半壊などの被害を受けた場合には、以下の特例があります。
手続の詳細については、国税庁ホームページ（https://www.nta.go.jp）の「税務手続の案内（税目別一覧）」の「源泉所得税関係」を
ご覧ください。
●財形住宅（年金）貯蓄
財形住宅（年金）貯蓄を払い出す場合において、所轄税務署長からその払出しがその災害により被害を受けたことによるものであるこ
とに係る確認書の交付を受け、その確認書を金融機関等に提出したものについては、その財形住宅（年金）貯蓄に係る利子等につ
いて課税されません。
注１：確認書の交付を受けるためにはその災害が生じた日から11か月以内に所轄税務署長に申し出る必要があります。

　注２：その災害が生じた日から1年以内に払出しが行われる必要があります。
●ジュニアＮＩＳＡ（未成年者少額投資非課税制度）
未成年者口座及び課税未成年者口座内の上場株式等及び金銭その他の資産の全てを払出制限期間において払い出す場合で、
所轄税務署長からその災害により被害を受けたことに係る確認書の交付を受け、その確認書を金融商品取引業者等に提出したも
のについては、それまでに未成年者口座において生じた所得について所得税等が課税されません。
注１：確認書の交付を受けるためにはその災害が生じた日から11か月以内に所轄税務署長に申し出る必要があります。
注２：その災害が生じた日から１年以内に金融商品取引業者等にその確認書を提出する必要があります。

財形住宅（年金）貯蓄やジュニアＮＩＳＡについても特例があります

災害に関する税制上の措置について
●このほかにも災害に関する税制上の措置がありますので、詳細については、国税庁ホームページ（https://www.nta.go.jp）の「災害
　関連情報」をご覧ください。
●法人税、所得税の措置に限らず、登録免許税や印紙税の措置など、掲載されている措置以外も活用できる場合があります。
●ご質問・ご不明な点がありましたら、最寄りの税務署にお尋ねください。

〈確定申告で繰戻しを請求する場合のイメージ図〉

繰戻し
（青色申告）所　得

対応する
税額

還付

災害の
あった日

1年を
経過する日

所　得

対応する
税額

還付

還付所得事業年度 還付所得事業年度 災害欠損事業年度

うち
災害損失
欠損金額

欠損
金額

｛ ｝｛

住宅借入金等特別控除の適用期間の特例等
災害により住宅用家屋が被害を受けた場合に、適用できる特例が
あります。

災害により被害を受けた場合の法人税の特例
災害により損失が生じた場合に、法人税などが還付される場合がありま
す。

災害により被害を受けた場合の消費税の特例
災害により被害を受けた事業者が受けられる特例があります。

繰戻し

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/gensen/mokuji.htm
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災害により住宅用家屋が
被害を受けた場合、
適用される措置は
あるのですか？

●災害によって被害を受けたことにより居住の用に供することができなくなった住宅用家屋（以下「従前家屋」といいます。）については、居
住の用に供することができなくなった年以後の残りの適用年においても、引き続き、住宅借入金等特別控除の適用を受けることができ
ます。

●適用期間の特例を受けるための手続は、通常の確定申告又は年末調整と同じです。
●新たに取得等をした住宅用家屋について住宅借入金等特別控除等の適用を受ける（※）など一定の場合には、適用期間の特例の適
用を受けることはできません。

　※下記「重複適用の特例」の適用を受けることができる被災者生活再建支援法の対象となる再建支援法適用者は除きます。

住宅借入金等特別控除

住宅取得の際の贈与税に関する特例措置

●被災者生活再建支援法が適用された市区町村の区域内に所在する住宅用家屋を、その災害により居住の用に供することができなくな
った場合には、その従前家屋に係る住宅借入金等特別控除と一定期間内に新たに住宅用家屋の再取得等をした場合の住宅借入金
等特別控除を重複して適用することができます。

●重複適用の特例を受けるためには、従前家屋について、被災の事実を明らかにする次の書類を確定申告書に添付する必要があります。
　・従前家屋の被害の状況等を証する書類（り災証明書）（写し可）
　・従前家屋の登記事項証明書（滅失した住宅については、閉鎖登記記録に係る登記事項証明書）（原本）（※）
　※「（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書」に不動産番号を記載することなどにより、その添付を省略することができます。
●重複適用の特例を受ける場合には、それぞれの控除額の限度額のうち最も高い金額が控除限度額となります。

住宅取得の際の贈与税の特例（詳しくは、Ｐ37「住宅取得の際の贈与税の特例」をご参照ください。）について、災害によって住宅用の家
屋に被害を受けた場合等には、次のとおり、その適用要件が緩和され、その特例の適用を受けることができます。
①住宅用の家屋の新築等をした人が、その家屋が災害により滅失（通常の修繕によっては原状回復が困難な損壊を含みます。）したため、
その家屋に居住できなかったときには、居住要件が免除され、住宅取得の際の贈与税の特例の適用を受けることができます。

②住宅用の家屋の新築等をする人が、災害に基因するやむを得ない事情により、その家屋の新築等が取得期限（贈与を受けた年の翌年
3月15日）までにできなかったとき又はその家屋に居住期限（贈与を受けた年の翌年12月31日）までに居住できなかったときには、それぞ
れの期限が１年延長され、住宅取得の際の贈与税の特例の適用を受けることができます。

住宅ローン等で住宅用家屋の取得等をした場合には、一定の要件を満たすことにより、住宅借入金等特別控除の適用を受けることができ
ますが、災害により住宅用家屋が被害を受けた場合には、以下の特例の適用を受けることができます。

適用期間の特例

重複適用の特例

法人税関係の
措置は
あるのですか？

災害により生じた損失の額は、その損失が生じた日の属する事業年度の損金の額に算入されます。また、確定申告や中間申告を行うこと
で、過去に納めた法人税や源泉徴収された所得税が還付される場合があります。

消費税関係の
措置は
あるのですか？

災害等が生じたことにより被害を受けた事業者が、当該被害を受けたことにより、簡易課税制度の適用を受けることが必要となった場合、
又は受けることの必要がなくなった場合には、承認申請書（提出期限：災害等のやむを得ない理由がやんだ日から2月以内）を税務署長に
提出し、承認を受けることにより、当該災害等の生じた日の属する課税期間から、簡易課税制度の適用を受けること、又はやめることができ
ます。この特例を受けるためには、承認申請書と併せて「消費税簡易課税制度選択（不適用）届出書」を提出する必要があります。

災害等が生じたことによる簡易課税制度の適用（不適用）に関する特例について

●災害のあった日以後１年以内に終了する事業年度において、災害損失欠損金額がある場合には、その事業年度開始の日前１年（青色
申告書の場合には２年）以内に開始した事業年度の法人税額のうち災害損失欠損金額に対応する部分の金額について、還付を請求
することができます。
注：災害損失欠損金額とは、棚卸資産や固定資産などについて災害のあった日の属する事業年度において災害により生じた損失の額のうち欠損金額

に達するまでの金額をいいます。

災害損失欠損金の繰戻しによる法人税額の還付

●災害のあった日以後６月以内に終了する中間期間において、災害損失金額がある場合には、仮決算の中間申告において、控除しきれな
かった所得税額の還付を受けることができます。
注：災害損失金額とは、棚卸資産や固定資産などについて災害のあった日の属する事業年度において災害により生じた損失の額をいいます。

災害損失金額がある場合の仮決算の中間申告による所得税額の還付

●特定非常災害として指定された災害について、その発生日から同日の翌日以後５年を経過する日までの期間内に、被災代替資産等の取
得等をして事業の用に供した場合には、特別償却をすることができます。

被災代替資産等の特別償却

財形住宅（年金）貯蓄やジュニアＮＩＳＡを行っている方が居住する家屋で、その方又はその方と生計を一にする親族の方が所有するも
のが災害により全半壊などの被害を受けた場合には、以下の特例があります。
手続の詳細については、国税庁ホームページ（https://www.nta.go.jp）の「税務手続の案内（税目別一覧）」の「源泉所得税関係」を
ご覧ください。
●財形住宅（年金）貯蓄
財形住宅（年金）貯蓄を払い出す場合において、所轄税務署長からその払出しがその災害により被害を受けたことによるものであるこ
とに係る確認書の交付を受け、その確認書を金融機関等に提出したものについては、その財形住宅（年金）貯蓄に係る利子等につ
いて課税されません。
注１：確認書の交付を受けるためにはその災害が生じた日から11か月以内に所轄税務署長に申し出る必要があります。

　注２：その災害が生じた日から1年以内に払出しが行われる必要があります。
●ジュニアＮＩＳＡ（未成年者少額投資非課税制度）
未成年者口座及び課税未成年者口座内の上場株式等及び金銭その他の資産の全てを払出制限期間において払い出す場合で、
所轄税務署長からその災害により被害を受けたことに係る確認書の交付を受け、その確認書を金融商品取引業者等に提出したも
のについては、それまでに未成年者口座において生じた所得について所得税等が課税されません。
注１：確認書の交付を受けるためにはその災害が生じた日から11か月以内に所轄税務署長に申し出る必要があります。
注２：その災害が生じた日から１年以内に金融商品取引業者等にその確認書を提出する必要があります。

財形住宅（年金）貯蓄やジュニアＮＩＳＡについても特例があります

災害に関する税制上の措置について
●このほかにも災害に関する税制上の措置がありますので、詳細については、国税庁ホームページ（https://www.nta.go.jp）の「災害
　関連情報」をご覧ください。
●法人税、所得税の措置に限らず、登録免許税や印紙税の措置など、掲載されている措置以外も活用できる場合があります。
●ご質問・ご不明な点がありましたら、最寄りの税務署にお尋ねください。

〈確定申告で繰戻しを請求する場合のイメージ図〉
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住宅借入金等特別控除の適用期間の特例等
災害により住宅用家屋が被害を受けた場合に、適用できる特例が
あります。

災害により被害を受けた場合の法人税の特例
災害により損失が生じた場合に、法人税などが還付される場合がありま
す。

災害により被害を受けた場合の消費税の特例
災害により被害を受けた事業者が受けられる特例があります。

繰戻し

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/saigai/index.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/saigai/index.htm



